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新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて 

（その２） 

 

標記につきまして、厚生労働省保険局医療課より別添のとおり連絡がありましたので

お知らせいたします。 

新型コロナウイルス感染症患者の増加に際しての電話や情報通信機器を用いた診療や

処方箋の取扱いについては、令和２年２月28日付け日薬業発第437号にてお知らせした

ところですが、同通知に関連する調剤報酬の取扱い等が示されました。 

取り急ぎお知らせいたしますので、貴会会員にご周知くださいますようお願い申し上

げます。 



 

事 務 連 絡 

令和 2 年 2 月 28 日 

 

関 係 団 体  御中 

 

 

厚生労働省保険局医療課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて 

（その２） 

 

 

標記につきまして、別紙のとおり、地方厚生(支)局医療課、都道府県民生主管

部(局)国民健康保険主管課(部)及び都道府県後期高齢者医療主管部(局)後期高

齢者医療主管課(部)あて通知するとともに、別添団体各位に協力を依頼しまし

たので、貴団体におかれましても、関係者に対し周知を図られますようお願いい

たします。 

 

 

  



事 務 連 絡 

令和２年２月 28 日 

 

地方厚生（支）局医療課 

都道府県民生主管部（局） 

 国民健康保険主管課（部） 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課（部） 

 

 

厚生労働省保険局医療課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その２） 

 

 

「新型コロナウイルス感染症患者の増加に際しての電話や情報通信機器を用いた診療や 

処方箋の取扱いについて」（令和２年２月 28 日厚生労働省医政局医事課、医薬・生活衛生

局総務課事務連絡。別添２参照。）が、本日発出されたところですが、当該事務連絡に関連

する診療報酬の取扱い等について、別添１のとおり取りまとめたので、送付いたします。 

 

 

以上 

 

 

厚生労働省保険局医療課企画法令第一係 
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（別添１） 

※ 以下、「新型コロナウイルス感染症患者の増加に際しての電話や情報通信機器を用いた

診療や処方箋の取扱いについて」（令和２年２月 28日厚生労働省医政局医事課、医薬・生

活衛生局総務課事務連絡）を単に「事務連絡」という。 

 

問１ 事務連絡の「１」にあるように、慢性疾患等を有する定期受診患者等について、医

師が電話や情報通信機器を用いて診療し医薬品の処方を行い、ファクシミリ等で処方箋

情報が送付される場合、保険医療機関は、電話等再診料、処方箋料を算定できるか。 

（答） 

  算定できる。 

 

問２ 問１について、電話や情報通信機器を用いて診療を行った場合は、電話等再診料と

オンライン診療料のいずれを算定するのか。 

（答） 

  問１の場合については、電話等再診料を算定すること。 

 

問３ ファクシミリ等により処方箋情報を受け付けた保険薬局において、当該処方箋情報

に基づく調剤を行った場合、調剤技術料及び薬剤料は算定できるのか。 

  また、事務連絡の「３」にあるように、患者に薬剤を渡し、電話や情報通信機器を用

いて服薬指導を行った場合、薬剤服用歴管理指導料等の薬剤師からの説明が要件となっ

ている点数は算定できるのか。 

（答） 

調剤技術料及び薬剤料は算定できる。 

薬剤服用歴管理指導料等は、電話や情報通信機器を用いて適切な指導を行っており、そ

の他の要件を満たしていれば算定できる。 




